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北
九
州
市
の
現
状
認
識
（保
有
公
共
建
築
物
の
状
況
） 

（
１
）
保
有
し
て
い
る
公
共
建
築
物
 
公
営
住
宅
と
学
校
で
66
％
を
占
め
る
が
、
人
口
構
造
の
変
化
に
よ
り
市
民
ニ
ー
ズ
の
変
化
が
予
想
さ
れ
る
。
 
 
 
 
 

【
施
設
保
有
の
状
況
】
 

・
本
市
の
保
有
資
産
の
建
物
面
積
内
訳
は
、
公
営
住
宅
（
40
％
）
と
学
校
（
26
％
）
で
全
市
の
66
％
を
占
め
る
。
昭
和
45
年
に
10
4
万
人
で
あ
っ
た
人
口
は
、
平
成
22

年
に
は
97
万
7
千
人
と
な
り
、
少
子
高
齢
化
が
進
展
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
公
共
施
設
の
利
用
ニ
ー
ズ
の
変
化
等
、
公
共
建
築
物
を
取
り
巻
く
状
況
は
大
き
く
変
化
し

て
い
る
。
 

 
【
図
１
】
公
共
施
設
の
建
物
面
積
内
訳
 

                    

医
療
施
設

0%

社
会
教
育
系
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子
育
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支
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病
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保
健
・
福
祉
施
設
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公
園 1%

上
水
道
施
設

1%

供
給
処
理
施
設

2%
下
水
道
施
設

2%
産
業
系
施
設

2%
ｽﾎ
ﾟｰ
ﾂ・
ﾚｸ
ﾘｴ
ｰｼ
ｮﾝ
系
施

設 2%
そ
の
他

3%

市
民
文
化
系
施
設

5%

学
校
教
育
系
施
設

26
%

公
営
住
宅

40
%

行
政
系
施
設

6%

普
通
財
産

5%

延
床
面
積
 

約
５
１
３
万
㎡
 

（
平
成
23
年
10
月
調
査
時
点
）
 

１８



 

（
２
）
公
共
施
設
の
築
年
別
状
況
 
昭
和
40
年
代
中
盤
以
降
、
新
耐
震
基
準
導
入
ま
で
に
整
備
さ
れ
た
公
共
建
築
物
が
面
積
の
半
数
以
上
。
 
 
 
 
 
 
 

【
全
体
的
な
傾
向
】
 

・
19
70
～
19
80
年
代
前
半
（
昭
和
40
年
代
中
盤
～
50
年
代
後
半
）
に
か
け
て
、
学
校
系
教
育
施
設
及
び
公
営
住
宅
な
ど
を
中
心
に
多
数
建
設
。
年
間
の
整
備
面
積
は

10
万
㎡
～
20
万
㎡
に
も
及
ん
だ
。
当
該
年
間
で
市
全
体
の
保
有
面
積
の
半
数
以
上
が
整
備
さ
れ
て
い
る
。
 

・
19
80
年
代
終
盤
か
ら
19
90
年
代
以
降
（
昭
和
60
年
代
～
平
成
年
間
）
の
整
備
面
積
は
、
年
間
5
万
㎡
～
10
万
㎡
内
外
で
推
移
。
学
校
教
育
系
施
設
の
整
備
は
顕

著
に
減
少
。
 

【
耐
震
基
準
】
 

・
旧
耐
震
基
準
で
建
設
さ
れ
た
公
共
建
築
物
は
26
5
万
㎡
で
56
％
を
占
め
る
。
 
 

 
【
図
２
】
公
共
施
設
の
築
年
別
状
況
 

                     ※
 
上
下
水
道
施
設
（
3
万
㎡
）
除
く
 

※
 
建
築
年
月
日
が
不
明
の
施
設
（
38
万
㎡
）
除
く
 

※
 
総
延
床
面
積
約
51
3
万
㎡
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19
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56
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新
耐
震
基
準
（
19
82
年
以
降
）
 

2,
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9,
15
7
㎡
 
43
.8
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面
積
（
万
㎡
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人
口
（
万
人
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（
平
成
23
年
10
月
調
査
時
点
）
 

１９



 

（
３
）
年
間
の
投
資
的
経
費
の
内
訳
 
財
政
の
厳
し
さ
か
ら
、
公
共
建
築
物
に
限
ら
ず
、
投
資
的
経
費
は
減
少
傾
向
に
あ
る
。
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【
投
資
的
経
費
の
推
移
】
 

・
財
政
の
厳
し
さ
か
ら
投
資
的
経
費
は
減
少
傾
向
に
あ
り
、
20
00
年
度
（
平
成
12
年
度
）
の
総
額
2,
00
0
億
円
以
上
か
ら
、
20
10
年
度
（
平
成
22
年
度
）
は
75
3
億
円

と
ほ
ぼ
3
分
の
1
近
く
ま
で
減
少
し
た
。
 

【
直
近
の
推
移
内
訳
】
 

・
20
05
年
度
（
平
成
17
年
度
）
以
降
で
見
た
場
合
、
道
路
及
び
橋
梁
に
係
る
投
資
的
経
費
は
20
0
億
円
強
で
ほ
ぼ
横
ば
い
、
用
地
取
得
費
は
減
少
傾
向
。
公
共
建
築
物

等
に
係
る
投
資
的
経
費
は
直
近
4
年
間
、
ほ
ぼ
横
ば
い
と
な
っ
て
お
り
、
投
資
的
経
費
全
体
の
1/
4
を
占
め
る
に
過
ぎ
な
い
。
 

                        

【
図
３
】
投
資
的
経
費
の
推
移
及
び
内
訳
（
普
通
会
計
ベ
ー
ス
）  
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用
地
取
得
費

道
路
及
び
橋
り
ょ
う
に

係
る
投
資
的
経
費

公
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建
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物
等
に
係
る

投
資
的
経
費

投
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億
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万
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成
2
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0
1
0
年
)

億
円
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2.
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２０



 

（
４
）
将
来
の
更
新
費
用
の
推
計
 
昭
和
40
年
代
中
盤
以
降
に
建
築
し
た
建
築
物
の
更
新
時
期
が
到
来
す
る
た
め
、
更
新
費
用
は
大
幅
に
増
加
。
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【
将
来
の
更
新
費
用
の
推
計
】
 

・
総
務
省
方
式
（
下
記
参
照
）
で
試
算
し
た
場
合
、
現
在
と
同
等
の
延
床
面
積
を
維
持
し
よ
う
と
す
る
と
、
20
30
年
度
（
平
成
42
年
度
）
前
後
か
ら
建
替
費
用
が
急
激

に
増
加
。
ピ
ー
ク
時
に
は
更
新
費
用
が
60
0
億
円
を
超
え
る
見
込
み
。
現
有
建
築
物
の
経
過
年
数
を
勘
案
す
る
と
、
集
中
的
な
大
規
模
修
繕
が
必
要
と
な
る
可
能
性
が

懸
念
さ
れ
る
。
 

【
投
資
的
経
費
と
の
対
比
】
 

・
 今
後
40
年
間
の
平
均
更
新
費
用
は
31
1
億
円
で
あ
る
。
こ
れ
は
、
20
10
年
度
（
平
成
22
年
度
）
の
公
共
建
築
物
に
係
る
投
資
額
約
16
8
億
円
の
約
2
倍
と
な
る
。
 

      
 

                

【
試
算
条
件
】
 

 
◎
更
新
（
建
替
）
 

 
 
・
市
民
文
化
系
、
社
会
教
育
系
：
28
万
円
/㎡
 

 
 
・
ス
ポ
ー
ツ
・
レ
ク
系
：
23
万
円
/㎡
 

 
 
・
学
校
教
育
、
子
育
て
支
援
：
23
万
円
/㎡
 

 
 
・
公
営
住
宅
：
20
万
円
/㎡
 

  
◎
大
規
模
改
修
〔
更
新
単
価
の
6
割
）
 
 
 
 

 
 
・
市
民
文
化
系
、
社
会
教
育
系
：
17
万
円
/㎡
 

 
 
・
ス
ポ
ー
ツ
・
レ
ク
系
：
14
万
円
/㎡
 

 
 
・
学
校
教
育
、
子
育
て
支
援
：
14
万
円
/㎡
 

 
 
・
公
営
住
宅
：
12
万
円
/㎡
 

40
年
間
の
公
共
建
築
物
の
平
均
更
新
費
用
 

20
10
年
度
投
資
的
経
費
の
決
算
の
う
ち
、
公
共
建
築
物
に
係
る
経
費
 

※
総
務
省
「
公
共
施
設
等
の
更
新
費
用
の
比
較
分
析
」
試
算
方
式
 

・
建
築
物
の
耐
用
年
数
は
60
年
と
仮
定
し
、
建
設
後
30
年
で
建
築
物
の
大
規
模
改
修
を
行
い
、
そ
の
後
30
年
で
建
て
替
え
る
と
仮
定
 

・
建
設
時
か
ら
の
経
過
年
数
が
31
年
以
上
50
年
ま
で
で
、
大
規
模
改
修
を
行
っ
て
い
な
い
も
の
に
つ
い
て
は
、
今
後
10
年
間
で
均
等
に
大
規
模
改
修
を
行
う
と
仮
定
 

・
建
設
時
よ
り
51
年
以
上
経
て
い
る
も
の
に
つ
い
て
は
大
規
模
改
修
は
行
わ
ず
に
60
年
を
経
た
年
度
に
建
て
替
え
る
と
仮
定
 

・
大
規
模
改
修
、
建
替
が
到
来
す
る
施
設
の
床
面
積
を
年
度
毎
に
算
出
し
、
用
途
別
に
設
定
し
た
㎡
当
た
り
単
価
を
乗
じ
て
算
出
 

（
平
成
23
年
10
月
調
査
時
点
）
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40
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31
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円
 

40
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間
の
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新
費
用
総
額
 

1
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2,
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9
億
円
 

【
図
４
】
公
共
建
築
物
の
築
年
別
状
況
 

20
10
年
度
投
資
的
経
費
の
決
算
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北
九
州
市
の
現
状
認
識
(
人
口
・保
有
資
産
の
状
況
)
 
-
政
令
市
比
較
を
中
心
と
し
て
-
 

（
５
）
人
口
 
政
令
市
の
中
で
人
口
減
少
率
は
ワ
ー
ス
ト
で
あ
る
と
同
時
に
高
齢
人
口
割
合
は
ト
ッ
プ
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【
施
設
の
需
給
関
係
】
 

・
総
人
口
は
既
に
減
少
局
面
に
突
入
し
、
10
年
後
（
平
成
32
年
）
は
90
万
人
以
下
と
な
る
見
込
み
。
行
政
サ
ー
ビ
ス
需
要
減
が
見
込
ま
れ
る
こ
と
か
ら
、
10
0
万
人
超

時
代
に
整
備
さ
れ
た
公
共
資
産
総
量
の
単
純
な
維
持
・
更
新
は
避
け
る
べ
き
。
 

【
将
来
人
口
の
構
成
】
 

・
生
産
年
齢
人
口
は
、
今
後
20
年
間
で
3
割
近
く
（
約
14
万
人
）
減
少
す
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
る
一
方
、
高
齢
人
口
は
約
3
万
人
増
加
す
る
見
込
み
。
加
え
て
、
既
に

政
令
市
中
最
も
高
齢
人
口
割
合
が
高
く
、
今
後
の
高
齢
人
口
増
加
の
ス
ピ
ー
ド
は
速
い
と
見
込
ま
れ
る
こ
と
か
ら
、
更
な
る
減
収
と
扶
助
費
増
が
予
測
さ
れ
る
。
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【
図
２
】
人
口
増
加
率
と
高
齢
人
口
割
合
（
政
令
市
比
較
）
 

【
図
１
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分
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人
口
推
移
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（
６
）
保
有
資
産
の
他
都
市
比
較
 
政
令
市
中
施
設
保
有
量
は
多
く
、
投
資
的
経
費
も
大
→
総
量
圧
縮
の
目
標
設
定
が
必
須
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【
保
有
資
産
の
総
量
】
 

・
北
九
州
市
は
他
政
令
市
と
比
較
し
て
も
、
資
産
保
有
量
が
多
い
。
ま
た
、
資
産
保
有
量
が
多
い
自
治
体
と
同
様
に
、
公
営
住
宅
の
割
合
が
大
き
い
こ
と
が
特
徴
で
あ
る
。
 

【
追
加
の
投
資
水
準
】
 

・
市
全
体
の
一
人
当
た
り
公
共
資
産
と
投
資
的
経
費
の
関
係
を
み
て
も
、
多
く
の
公
共
資
産
を
抱
え
、
な
お
か
つ
投
資
的
経
費
を
多
額
に
要
し
て
い
る
こ
と
が
分
か
る
。

し
か
し
、
投
資
的
経
費
は
従
前
と
比
べ
て
圧
縮
さ
れ
て
お
り
、
さ
ら
に
圧
縮
し
続
け
る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
と
推
測
さ
れ
る
。
 

                         

【
図
３
】
主
要
都
市
の
分
類
延
床
面
積
 
※
（
）
内
は
い
ず
れ
も
市
営
住
宅
を
除
い
た
数
値
 

【
図
４
】
市
民
一
人
当
た
り
公
共
資
産
及
び
投
資
的
経
費
（
政
令
市
）
 

（
出
所
）
各
市
公
表
デ
ー
タ
よ
り
作
成
 

【
図
５
】
投
資
的
経
費
の
推
移
 

（
出
所
）
図
４
，
５
各
市
「
財
務
諸
表
」
及
び
「
市
町
村
別
決
算
状
況
調
」
よ
り
作
成
 

※
公
共
資
産
：
財
務
諸
表
（
普
通

会
計
）
に
計
上
さ
れ
て
い
る
公

共
資
産
。
ま
た
、
総
務
省
改
訂

モ
デ
ル
採
用
都
市
の
み
。
 

※
い
ず
れ
も
Ｈ
21
年
度
決
算
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